


約される。「寝たきりになったら施設に入る」その施設は、地元ではなく都市部に移り施

設に入所することを示している。施設は地域に新しく整備されものも含め、都市部にあ

るのである。過疎地からは若者だけでなく高齢者も離れていくという現実は既に始まっ

ている。 

 

４ さ る 

そのような中、施設を整備する、という結論に至った決め手は、「在宅生活限界率を向

上させる」ということである。「在宅生活限界率」とは、この頃より私どもの法人内で使

用するようになった「造語」である。この言葉の意味としては要介護者がご自宅（在宅）

で生活することができる限界がどこまでか、ご家族様が要介護者の方を自宅（在宅）で

介護する限界がどこまでか、介護支援専門員が自分のご利用者様をどこまで在宅のケア

でプランニングしていけるか。これらの限界がどのあたりか、という「在宅で生活でき

ると思えるボーダーライン」として使用している。数値で示すことはできないが、介護

業界の中で仕事をするうえでわかる「率」である。この「在宅生活限界率の低下」が進

んでいると懸念している背景には、入所、入居施設の増加が挙げられる。入所施設とは、

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、ケアハウス、認知症対応型グループホームなど

「参酌標準」として国が指定しているものだけではなく、近頃では有料老人ホームや高

齢者専用賃貸住宅など「在宅施設」としての施設もその数として無視できない存在にな

っている。これらはそれぞれの施設の持つ役割や特徴如何に関わらず、いずれも地域か

ら見たとき、「施設」であると認識されるのである。施設が増加すると当然「施設に入所

する」という選択肢が増加するとともに、いち早く満床にして経営を安定させる、とい

う事業者側の必達目標も同時に産んでいる。往々にして事業者はこの目標を達成するた

め「どんな方法をもってしても」達成させようとする。そのような中で行われる地域で

の「青田刈り」は施設入所の必要性の低い方まで施設に吸い込んで行く。箱物サービス

を利用する、ということは自宅で生活するよりある意味ずっと簡単である。その代償と

して、自宅での生活を行ううえでのネットワークや、ひいては自宅で生活したいと思う

地域のモチベーションのようなものが下がっていく。特に人口の少ない地域においては

離れた都市部の施設への入所を決断するか、ネットワークやサービスの不十分な自宅に

残るか、両極端の２つの選択を迫られる状況が目の前まで来ている。在宅生活を介護の

基本とするならば、その意義や意味を明確にし、よほど意識して在宅ケアを推進してい

かない限り施設への入所、という選択肢には抗しきれず、在宅生活限界率は低下してい

く。「介護が必要になっても自宅にいるのがあたりまえ」という地域性を持つには行政や

介護関係事業者、そして地域住民の努力が必要であることを日々実感している。私たち

は、この「在宅生活限界率」の低下に対し、小規模多機能が施設入所偏重になりつつあ

る地域に対して、１つの楔を打ち込むことのできる事業になるのではないか、と考えた

のである。 

 

 小 多 介 のメリット・ メリット 

小規模多機能はその名のとおり小規模な施設である。人口の少ない地域でも入り込んで

展開し、地域のケアの中心となることができること、小規模ゆえに整備するコストが特
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地域密着 CS③ 

（志摩市内） 

  

 

 

 

 

 

          玄関 

比較的他の種類のサービス事業所も多い地区である。その

ような中、近隣の病院からの紹介が多いが、本来的な在宅

復帰の一環として位置づけられる方のご自宅へ戻るため

の準備、また生活の安定のためのサポートという援助を行

うことが多い。よって訪問サービスの回数が他の小規模多

機能より多く、初めは訪問のノウハウもなく職員は苦労し

た。機能訓練に力を入れていることもあり、在宅へ戻るま

での中間施設的役割が期待できる。 

地域密着 CS④ 

（志摩市内） 

  

 

 

 

 

 

     食堂 

近隣の病院から退院される方の受け入れ先としての機能

を求められる。必然的にご利用になる方は重度の方が多く

なり他の小規模多機能と比べても平均介護度も重くなっ

ている。最近は、病院と小規模多機能だけの関係ではなく、

近隣の介護老人保健施設からの退所にあたっての受け入

れ、在宅への準備期間と位置づけられることが多くなって

きており、病院と老健、そして小規模多機能というトライ

アングルが出来つつある。 

地域密着 CS⑤ 

（志摩市内） 

   

 

 

 

 

 

     外観 

町内には通所、入所のサービスはなく、今年、唯一あった

社協の居宅介護支援事業所も町外へ移転していった。小規

模多機能を浸透させるには最も時間のかかる地域である

が、それ以上に必要度は高いと考えられる。時間をかけて

でも地域での役割を確立していきたい。 

 

 小 模多 宅介 ての サ ス 

当法人には小規模多機能の３つの柱である「通い」「泊まり」「訪問」のいずれのサービ

スも先行している既存事業があり、小規模多機能の管理者は、通いであれば通所介護、

泊まりであれば短期入所生活介護、訪問であれば訪問介護をそれぞれ手本とし、更にそ

こへそれぞれの事業ではできないサービスを追加し、小規模多機能サービスに反映させ

ている。小規模多機能のメリットとして、一般の通所介護や短期入所生活介護、訪問介

護単体サービスより自由度が高く、前述の泊まり、通い、訪問を組み合わせてサービス

提供することで、それぞれが分断されず生活の流れの中で介護ができる、というものが

ある。反面、小規模多機能の陥りやすいジレンマとして、「どこまでやるか」というもの

がある。管理者達は、法人の中での新規事業を背負う責任とともに、全国的にも先行す

る事例が少ないこの事業に対し、いち早く事例を積み上げ、マニュアル化できる部分は

マニュアル化し、地域に広く浸透させていく、という使命も帯びていることを自覚して
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いうだけでなく、少人数の方々とのコミュニケーションの中で、介護に関する個人的な

悩みをその場でアドバイスできたり、反対に地域に流れる施設の根拠のない噂などを訂

正できたりすることもあり、双方がメリットを感じつつ情報交換の場に育ちつつある。

開設時から開始し、現在までに 300 名弱の地域の方々に来訪いただいた。いずれにして

もすぐに結果という花が開くものではないが、地域から認められ、地域のインフラとな

っていくには、地道に黙々と何かを実施する期間も必要であると感じている。 
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